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５ 閉 会 



自治基本条例の見直し（総点検）について 

 

 

厚木市自治基本条例 

第 11章 自治基本条例の見直し 

第 39条 

第１項 市長は、委員会の意見を踏まえ、この自治基本条例の運用状況を評価し、 

４年を超えない期間ごとに、この自治基本条例の見直しを行うものとする。 

第２項 市長は、この自治基本条例の見直しを行うときは、市民の参加を得て 

行わなければならない。 

 

１ 見直し（総点検）方針とは 

  条例の見直し（総点検）を行うに当たり、市民アンケートや自治基本条例調整委

員会（庁内組織）、自治基本条例推進委員会（附属機関）等での審議により、「各条

文等の見直しの必要性について整理」したものです。 

  この方針を基に、「規定を改正する必要はないか」、「運用上の問題はないか」等に

ついて、自治基本条例推進委員会で審議します。 

 

２ 見直し（総点検）の視点 

(1) 自治基本条例制定の意義を踏まえ、立法趣旨に沿わない運用がなされている規

定はないか。 

(2) 自治の主体（市民、議会及び市長等）の権利、役割、責務等が十分な内容とな

っているか。 

(3) 自治基本条例の規定に基づき行われている行政運営の手法が現在の社会情勢

に適した内容となっているか。 

(4) 自治基本条例に新たに設けるべき事項はないか。 

 

３ 見直し（総点検）の進め方 

(1) 方針において、「改正する必要はない」と判断した規定について確認 

（2) 方針において、「条文について見直しを行う必要がある」と判断した規定（全４

条）について審議 

ア 第７条  市民の責務 

イ 第８条  子どもの権利、責務等 

ウ 第 32条 コミュニティ団体に対する市民等の責務 

エ 第 33条 コミュニティ団体との協働 

 (3) 方針において、「逐条解説について見直しを行う必要がある」と判断した規定

（全９条）について確認 

 (4) (1)～(3)について、委員会の意見をまとめ、「答申」として市に提出 

資料１ 



厚木市自治基本条例の見直し（総点検）に関する方針における 

見直し対象規定 

 

１ 条文について見直しを行う必要があると判断した規定 

対象規定 見直しの考え方 

第７条 

市民の責務 

市民のまちづくりへの参加に対する考え方が多様

化・二極化していることから、見直しを行う必要がある

と考える。 

第８条 

子どもの権利、責務等 

子どもの権利について多様な意見があることや、こ

ども基本法における子どもの定義や表記を踏まえ、見

直しを行う必要があると考える。 

第 32条 

コミュニティ団体に

対する市民等の責務 

コミュニティ団体のうち、特に自治会は、まちづくり

に欠かせない存在であるが、自治会に対する考え方が

多様化・二極化していることや加入率の低下が顕著で

あることから、現行の規定で十分であるか見直しを行

う必要があると考える。 

第 33条 

コミュニティ団体と

の協働 

 

２ 逐条解説について見直しを行う必要があると判断した規定 

対象規定 見直しの考え方 

前文  「平和を希求する意思」の解説文について、現状に即

した内容に改訂する必要がある。 

第５条 

自治の基本原則 

誤った法律名を正しく修正する必要がある。 

第８条 

子どもの権利、責務等 

「障害」の表記を「障がい」に修正する必要がある。 

第 14条 

市職員の役割及び 

責務 

市職員の範囲が明確になるよう、見直しを行う必要

があると考える。 

第 16条 

総合計画 

 総合計画の構成に関する記述について、現状に即し

た内容に改訂する必要がある。 

第 17条 

組織等 

職員像に関する記述について、現状に即した内容に

改訂する必要がある。 

第 19条 

財政運営 

総合計画の構成に関する記述について、現状に即し

た内容に改訂する必要がある。 

第 23条 

法令遵守 

解説文全体について、実情に合った内容に見直しを

行う必要があると考える。 

第 30条 

事業の実施に係る 

市民参加 

「総合計画実施計画事業」の表記を「総合計画アクシ

ョンプラン」に修正する必要がある。 

 

資料２ 
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資料の構成について 

この資料は、厚木市自治基本条例第 39条第１項の規定に基づき、同条例の見

直し（総点検）を実施するに当たり、条ごとに見直しの考え方等を示したもので

す。各ページの構成は、次のとおりです。 

 

前文又は条文を記載 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

前回の見直しの結果を記載 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 
妥当、おおむね

妥当、不十分、

点検対象外の

いずれかを記

載 

委員会からの意見を記載 
令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 令和８年４月に実施した市民アンケートにおける結果

を基に記載 

【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

●●●人／●●●人  ●．●％ 

※ 市民アンケートが章ごとに回答する形式であっ

たため、割合は章ごとに同じ値を記載 

【主な見直すべき内容・理由】 

 自由記述いただいた内容の一部を記載 

庁内各部署 令和８年１月に実施した庁内照会結果を基に記載 

 

４ 見直しの考え方 

  市が考える見直しの方向性（改正の要否等）について記載しています。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

  諮問に基づく見直し検討の結果を記載します。 

 

６ 見直し結果 

  委員会等の意見を踏まえ、最終的な見直し結果を記載します。 
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前文 

大山に連なる山々や丘陵の豊かな緑と、相模川を始めとする多くの清流に

恵まれ、四季をとおして美しい自然が生き生きと輝くわたくしたちのまち厚

木市は、古くから人々が自然をいかした生業を起こし、自然の循環と都市機能

を融合させながら、広域的な要衝の地としての地位を築き上げてきました。 

わたくしたち市民は、厚木市の豊かな自然、歴史に培われてきた文化など、

先人のたゆまぬ努力により守り育まれてきた様々な厚木市の素晴らしさを受

け継ぎ、未来を担う次世代に引き継ぐため、平和を希求する意思の下、人を大

切にする心、互いの個性を認め合う心、人と人との絆を大切にする心を尊び、

個人として尊重され、連帯して自治の推進に努めなければなりません。 

これらを基本として、市民、議会及び市長等が共通の目標を定め、互いの立

場を認め合い、尊重し合い、支え合いながら、それぞれの役割を果たし、協力

していく、協働による自治を推進するとともに、活力に満ちた心豊かに暮らせ

る自立したまちをつくるため、ここに厚木市自治基本条例を制定します。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 
 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 対象外 

庁内各部署 ・逐条解説の「④平和を希求する意思の説明」について、 

令和７年度に戦後・被爆 80 年を迎え、新たに日本非

核宣言自治体協議会に加盟したため、本市の平和関連

団体への加盟状況を更新する必要がある。 
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４ 見直しの考え方 

 制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

 なお、逐条解説については、「平和を希求する意思」の解説文について、

現状に即した内容に改訂する必要がある。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第１章 総則 

第１条（目的） 

この自治基本条例は、厚木市における自治の基本理念及び基本原則並びに

市民、議会及び市長等の役割、責務等を明らかにするとともに、自治を推進す

るための基本的な事項を定め、もって自治の確立を図ることを目的とする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４０人／６７９人  ５．９％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・災害や社会の変化に強い「レジリエンス（強靭性）」

と、次世代に負担を先送りしない「持続可能性」の視

点を盛り込むべきです。これにより、道路や下水道の

整備、発達支援といった課題が、市の最優先事項とし

て位置付けられることを期待します。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

 本条は、条例が達成しようとする目的を定めているものであり、制定時

からの社会・経済環境の変化による影響は小さいことから、規定を改正す

る必要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 
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６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第２条（自治基本条例の位置付け） 

この自治基本条例は、厚木市の自治を推進する上で、最も尊重すべき条例と

する。 

２ この自治基本条例以外の条例、規則等（以下「条例等」という。）の制定、

改正、廃止及び運用は、この自治基本条例の趣旨にのっとり行わなければな

らない。 

３ この自治基本条例の内容に即し、分野別の基本条例を整備することによ

り、条例等の体系化を図るものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４０人／６７９人  ５．９％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・分野別の基本条例で定めるべきことと、自治基本条例

で定めることの区別が明示されていない。分野別の

基本条例では、最低限何を定めるかの定義があって

もよいのではないか。例:「分野別の基本条例及び個

別条例は、情報共有、説明責任、市民参加及び協働を

具体化する内容を備える。」など 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

 本条は、厚木市の例規体系における本条例の位置付け等について定めて

いるものであり、制定時からの社会・経済環境の変化による影響は小さい

ことから、規定を改正する必要はないものと考える。 
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５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第３条（定義） 

この自治基本条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(1) 市民 次に掲げるものをいう。 

ア 厚木市内に居住する者 

イ 厚木市内に通学し、又は通勤する者 

ウ 厚木市内において活動を行う個人及び法人その他の団体 

エ 厚木市に対し納税の義務を負う者 

(2) 自治 厚木市に関することを自らの責任と権限において、市民の意思に

基づき決定し、実施することをいう。 

(3) 市長等 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、

農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいう。 

(4) 協働 市民、議会及び市長等がそれぞれの役割を理解し、自主性を尊重

し、対等な立場で相互に補完し、及び協力することをいう。 

(5) まちづくり 活力に満ちた心豊かに暮らせるまちをつくるための取組全

般をいう。 

(6) コミュニティ団体 構成員が地縁又は共通の公共的な関心事によってつ

ながりを持ち、互いに助け合い、及び共通の目的を達成するために活動

する団体をいう。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

改正不要 

より多くの人々の知識や経験をまちづくりにいかすため、住民ではない

人も市民とするが、更に市民の範囲を拡大することについては、物理的か

つ継続的に市民の権利・責務を果たすことが難しいと思われるため、規定

の改正は行わないものとします。 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４０人／６７９人  ５．９％ 
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【主な見直すべき内容・理由】 

・市民の定義は、外国籍住民や関係人口を包摂する表現

に見直し、多様な主体が参加できる土台を作ってく

ださい。 

・厚木市内に通学し、又は通勤する者は、市民に含まれ

ないと思う。 

・「厚木市内において活動を行う個人及び法人その他の

団体」がアバウトすぎる。どうやって個人の活動を証

明するのか。 

・「厚木市内において活動を行う個人及び法人その他の

団体」は、宗教団体及び非合法団体、反社会勢力も市

民とみなすということか。 

・自治の定義に「第 11次厚木市総合計画」の将来都市

像である「共創」の概念を反映させることを提案しま

す。最高規範である本条例に「共に新たな価値を創り

出す」姿勢を明記することで、各個別施策における市

民・事業者・行政のパートナーシップをより強固なも

のにできると考えます。 

・まちづくりの定義に「安全」を加えた方がよい。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第２章 自治の基本理念 

第４条（自治の基本理念） 

自治の基本理念は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 人と人との絆を大切にする自治 

(2) 協働による自治 

(3) 自然の循環と文化を大切にする自治 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４７人／６７９人  ６．９％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・第１号、第２号、第３号の前提ともいえる「人間（又

は人権）の尊重」を入れてはどうでしょうか。 

・サステナビリティの概念を加えてはいかがでしょう

か。 

・「人と人との絆を大切にする自治」の位置付けはわか

りますが、具体的に人と人との交流の深め方、多様性

のある考え方をどのようにして基本理念に取り組ん

でいくかの方策も条文化すべきである。 

・「自然の循環」が分かりにくい。（複数意見） 

・「自然の循環」を「自然環境」に変えた方がよい。 

庁内各部署 なし 
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４ 見直しの考え方 

自治の基本理念は、基本的な考え方や方向性を示すもので、その内容は

前文に示されているほか、具体的な事項については、個別の条例及び計画

等で明らかにしているため、規定を改正する必要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第３章 自治の基本原則 

第５条（自治の基本原則） 

市民、議会及び市長等は、自治の基本理念にのっとり、次に掲げる原則を定

め、自治を推進する。 

(1) 市民自治の原則 

ア 自治の主体は、市民であること。 

イ 市民の意思に基づくまちづくりを行うこと。 

ウ 地域の身近な課題は、地域で取り組むこと。 

(2) 参加及び協働の原則 

ア 市民のまちづくりへの参加を進めること。 

イ 相互の活動への参加を広げること。 

ウ 協働によるまちづくりを進めること。 

(3) 情報共有の原則 

ア まちづくりにかかわる情報が貴重な共有財産であることを認識する

こと。 

イ 保有する情報を分かりやすく公表し、情報の共有を図ること。 

(4) 説明責任の原則 

ア 相互に説明責任を果たすこと。 

イ 説明は、分かりやすいものであること。 

(5) 自然共生及び文化継承の原則 

ア 自然との共生を図ること。 

イ 文化の継承及び創造に努めること。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４７人／６７９人  ６．９％ 
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【主な見直すべき内容・理由】 

・第２号「参加及び協働の原則」に、参加機会が平等に

保障される旨の記述があってもよいのではないか

（年齢、障害の有無、言語によらないなど）。 

・第２号のイ「相互の活動」が分かりにくい。 

庁内各部署 ・逐条解説の「◆近年制定された人権に関わる主な法

律」のうち、次の法律の名称が誤っている。 

【誤】障害者の虐待の予防と早期発見、及び養護者へ 

支援を講じるための法律（障害者虐待防止法） 

【正】障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援

等に関する法律（障害者虐待防止法） 

 

４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

なお、逐条解説については、誤った法律名を正しく修正する必要がある。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第４章 市民 

第６条（市民の権利） 

市民は、次に掲げる権利を有する。 

(1) 安心・安全に生活する権利 

(2) 知る権利 

(3) まちづくりに参加する権利 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）での意見 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

７１人／６７９人  １０．５％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・第１号「安心・安全」を「安全・安心」に順序を変え

る。安全があって安心になる“安全第一”のメッセ

ージを伝える。 

・第１号に「健康」を追加したらよいのではないか。 

・「安心・安全な生活を求める請求をする権利」の追加

が必要ではないか。 

・現代的な課題に即して再整理すべきです。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 
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５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第７条（市民の責務） 

市民は、自治の主体としての意識を高め、まちづくりに関心を持つととも

に、まちづくりに参加するよう努めなければならない。この場合において、市

民は、まちづくりに参加できないこと等により、不利益を受けない。 

２ 市民は、まちづくりへの参加に当たっては、互いに尊重するとともに、自

らの発言及び行動に対して責任を持たなければならない。 

３ 市民は、行政サービスに伴う負担を分担しなければならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

高齢化が社会問題として顕著になってきているが、市民の責務や権利等

については、一定の年齢等でその責務や権利等が大きく変化するものでは

ないと考えられる。また、年齢により新たな区分を作成することは、負担

感の増大や、世代間の分断等デメリットが多いと判断されることから、規

定の改正は行わないものとします。 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

７１人／６７９人  １０．５％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・「まちづくりに参加するよう努めなければならない。」

を他の積極的な言葉に変更する。 

・「まちづくりに参加するよう努めなければならない。」

を「まちづくりに参加するとともに、協力しなければ

ならない。」に改める。 

・「まちづくりに参加するように努めなければならな

い。」とされているが言いすぎではないか。「まちづく

りに参加できないこと等により、不利益を受けな

い。」とただし書きとして言及するのも不自然。 
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例えば、「市民は、自治の主体であることを自覚し、

まちづくりに関心を持たなければならない」などの表

現で十分。 

・第３項が分かりにくい。（複数意見） 

・高齢社会に対して、高齢者の権利、責務等を明記した

方がよいと思います。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

市民のまちづくりへの参加に対する考え方が多様化・二極化しているこ

とから、見直しを行う必要があると考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第８条（子どもの権利、責務等） 

子ども（18歳未満の市民をいう。以下同じ。）は、市民の権利を有するとと

もに、次代の社会の担い手として健やかに成長できるよう、次に掲げる権利を

有する。 

(1) 生きる権利 

(2) 育つ権利 

(3) 守られる権利 

２ 子どもは、その年齢に応じた市民の責務を負う。 

３ 市民、議会及び市長等は、子どもの成長過程における保護及び支援の必要

性を認識し、子どもが健やかに育つ環境の整備に努めなければならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

逐条解説の改訂が必要 

大きな社会情勢の変化の一つである「こども基本法」について、本条例

と整合が取れていることから、規定の改正は行わないものとします。 

なお、逐条解説については、こども基本法や、児童の権利に関する条約

等を加え、より分かりやすいものとなるよう改めます。 

【対応結果】 

こども基本法や児童の権利に関する条約等の説明を加えた。 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

７１人／６７９人  １０．５％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・「生きる権利」と「育つ権利」というのはほぼ同義で

あると思います。（複数意見） 

・子どもの「意見表明権」という具体的な内容を入れる

べきである。（複数意見） 

・「学ぶ権利」が重要であると感じる。学びに特化した
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項目の追加とその取組を求める。（複数意見） 

・第２項「その年齢に応じた市民の責務」の具体的な内

容が分かりにくい。 

庁内各部署 ・こども基本法を踏まえ、子どもの定義について整理す

るとともに、「子ども」を平仮名表記の「こども」に

修正する。 

・逐条解説の「障害」の表記について、障害の｢害｣とい

う字のマイナスの印象を考慮するとともに、障がい

がある人への理解を深めていくため、「害」の漢字を

用いないで、平仮名で表記する。 

 

４ 見直しの考え方 

子どもの権利について多様な意見があることや、こども基本法における

子どもの定義や表記を踏まえ、見直しを行う必要があると考える。 

なお、逐条解説については、「障害」の表記を「障がい」に修正する必要

がある。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第９条（事業者の権利及び責務） 

 事業者（厚木市内で事業を営む個人及び法人その他の団体をいう。）は、市

民の権利を有し、市民の責務を負うとともに、地域社会の一員として、周辺環

境との調和に留意し、暮らしやすいまちづくりに寄与するよう努めなければ

ならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

７１人／６７９人  １０．５％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・事業者の責務に、多様な特性を持つ市民の雇用環境整

備や、地域インフラ維持への協力を加え、街全体で支

え合う仕組みに見直すべきです。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 
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６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第５章 議会及び議員 

第 10条（議会の役割及び責務） 

議会は、直接選挙により信任を得た議員によって構成される厚木市の意思

決定機関として、市民の意思を把握し、その意思を市政に反映するよう努めな

ければならない。 

２ 議会は、市民福祉の充実を図るため、重要な政策等の議決及び行政運営の

監視等の役割を果たさなければならない。 

３ 議会は、市民に議会の活動又は審議に関する情報を公開すること等によ

り、市民に分かりやすく、かつ、開かれた議会運営に努めなければならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 逐条解説の改訂が必要 

議会が憲法上は「議事機関」であることを加え、より分かりやすい解説

となるよう逐条解説を改めます。 

【対応結果】 

議会が憲法上は「議事機関」であることを加えた。 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４７人／６７９人  ６．９％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・「開かれた議会運営に努めなければならない。」ではな

く、「しなければならない。」の方がよいと思った。 

・少数派や当事者の声を直接聴取し、政策に反映する対

話の場を義務付けるべきです。 

庁内各部署 なし 
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４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 11条（議員の役割及び責務） 

議員は、議会の役割及び責務を認識し、地域の課題及び市民の意見を把握す

るとともに、総合的な視点に立ち、公正かつ誠実に職務を行わなければならな

い。 

２ 議員は、職務に伴う調査研究活動等を通じ、審議能力及び政策提案能力の

向上に努めなければならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４７人／６７９人  ６．９％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・第１項「公正かつ誠実に職務を行わなければならな

い。」の前に「公益性の有無を判断し、」を追加 

・調査研究活動に要した費用及び成果を公表する義務

がある旨を記載すべきと思います。 

・市民の代表として市民全体の利益に資する行動を常

に心掛ける等の行動倫理に関する規定を追加しては

いかがでしょうか。 

・議員は地域の課題について積極的に情報入手に努め

ることを明記すべき。 

・議員の資質向上の文言を設ける。（複数意見） 

庁内各部署 なし 
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４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第６章 市長、市長等及び市職員 

第 12条（市長の役割及び責務） 

 市長は、経営感覚を持ち、公正かつ誠実に職務を行わなければならない。 

２ 市長は、政策等の意思決定に至る経過等について、多様な方法により市民

への説明責任を果たさなければならない。 

３ 市長は、毎年度、市民及び議会に対して、市政運営の方針を示すととも

に、その取組状況について説明しなければならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 逐条解説の改訂が必要 

時代の変化や自治基本条例推進委員会の答申を基に、より分かりやすい

解説となるよう逐条解説を改めます。 

【対応結果】 

 経営感覚に関する説明文を改めた。 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５３人／６７９人  ７．８％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・「市長は、経営感覚を持ち」を「行政の代表者として

の自覚を持ち、市民に不利益が被らないように」に改

正する。 

・「市長は、経営感覚を持ち」に違和感があります。（複

数意見） 

・第４項に「市長は従前の規則等及び制度が時代の変化

に適したものになっているかの点検を実施しなけれ

ばならない。」を追加 

庁内各部署 なし 
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４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

なお、「経営感覚」という表現に多くの意見があるが、地方自治法第２

条第 14 項に規定されている「最少の経費で最大の効果を挙げる」ために

は、経営感覚は欠かせないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 13条（市長等の役割及び責務） 

 市長等は、その権限及び責任において、公正かつ誠実に行政運営を行わなけ

ればならない。 

２ 市長等は、事務事業の執行等について、市民への説明責任を果たさなけれ

ばならない。 

３ 市長等は、相互の連携及び協力を図り、一体として、行政機能を発揮しな

ければならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５３人／６７９人  ７．８％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

なし 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 
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６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 14条（市職員の役割及び責務） 

 市職員は、市民全体の奉仕者であることを自覚し、公正、誠実かつ適切に行

動しなければならない。 

２ 市職員は、社会状況の変化、市民ニーズ等を的確にとらえるとともに、事

務事業の目的を常に認識し、職務を行わなければならない。 

３ 市職員は、政策等を立案し、及び遂行する能力の向上に努めなければなら

ない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 逐条解説の改訂が必要 

会計年度任用職員を追加し、より分かりやすい解説となるよう逐条解説

を改めます。 

【対応結果】 

 会計年度任用職員の説明を加えた。 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５３人／６７９人  ７．８％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・「奉仕者」のという言葉は今の時代に合ってない。私

は、市職員を市民の代理人と認識しています。良い言

葉があれば変えてもよいのでは。（複数意見） 

・第２項は、市のサービスで形骸化しているものや前例

を踏襲しただけのものを排除できるよう、事務事業

を「常に見直す」という内容が明確になる表現になる

とよいと考えます。 

・第２項「職務を行わなければならない。」を「職務を

迅速に行わなければならない。」に変更 
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庁内各部署 ・逐条解説に、一般職の職員のみに関する事項（服務の

宣誓）が記載されていることなどから、内容を整理す

る必要がある。 

 

４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

なお、「奉仕者」という表現に多くの意見があるが、憲法第 15条第２項

に「すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない。」と

規定されている。 

また、逐条解説については、市職員の範囲が明確になるよう、見直しを

行う必要があると考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第７章 行政運営 

第 15条（行政運営の基本事項） 

 市長等は、自治の基本原則に基づき、政策等の企画立案、実施、評価及び改

善のサイクルを確立するとともに、各過程への市民の参加及び協働による行

政運営を行うものとする。 

２ 市長等は、政策等の優先性を考慮するとともに、厚木市の資源を最大限に

活用し、最少の経費で最大の効果を挙げるよう行政運営を行うものとする。 

３ 市長等は、市民福祉の充実及び成果重視の視点により、行政運営を行うも

のとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 逐条解説の改訂が必要 

市民参加と市民協働について、より分かりやすい解説となるよう逐条解

説を改めます。 

【対応結果】 

市民参加と市民協働については、第５条に解説があることを加えた。 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当  

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当 第３項にある成果重視の視点

により行政運営が行われるよ

う、各事業において効果検証を

行い、成果を明示するよう努め

ること。 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・「最少の経費」は「適正な経費」等の表現がよいので

は。 

・第３項の「成果重視」はおかしい。市政運営は経営で

はない。短期は重要だが、中長期の展望も見据えた行

政運営を行うべき。 
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・ＰＤＣＡサイクルが記述されているのであれば、プロ

セス目標の考えを明確にした方がよいのではない

か。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、行政運営を行う上で最も基本とすべき事項を定めているもので

あり、制定時からの社会・経済環境の変化による影響は小さいことから、

規定を改正する必要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 16条（総合計画） 

 市長は、この自治基本条例の趣旨にのっとり、行政運営を総合的かつ計画的

に進めるための基本構想及びこれを具体化するための計画（以下「総合計画」

という。）を策定するものとする。 

２ 市長は、基本構想の策定に当たっては、議会の議決を得なければならな

い。 

３ 市長等は、総合計画以外の計画を策定するときは、総合計画との整合を図

り、及び計画相互の体系化に努めるものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当  

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・総合計画の見直しや改定についての記載。 

・第４項「市長は従前の規則等及び制度の点検結果を総

合計画に反映させなければならない。」を追加する。 

庁内各部署 ・逐条解説について、総合計画の構成に関する記述を第

11次総合計画の構成内容に修正する必要がある。 

第 10 次総合計画：基本構想・基本計画・実施計画の

三層で構成 

第 11 次総合計画：長期ビジョンとアクションプラン

の二層で構成 
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４ 見直しの考え方 

本条は、市における最上位計画である総合計画について定めているもの

であり、制定時からの社会・経済環境の変化による影響は小さいことから、

規定を改正する必要はないものと考える。 

なお、逐条解説については、総合計画の構成に関する記述について、現

状に即した内容に改訂する必要がある。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 17条（組織等） 

 市長等は、効果的かつ効率的な行政運営を行うための、市民に分かりやすい

組織を形成するものとする。 

２ 市長等は、市職員がその能力及び適性をいかすことができるよう、人事配

置を行うとともに、市職員が常に能力向上に取り組むことができるよう、人

材育成の基本方針を策定するものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当  

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・第２項「市職員がその能力及び適性をいかすことがで

きるよう」だと何にいかすのか曖昧なため、「市職員

がその能力及び適性が自治に活かされるよう」 

・道路整備や福祉支援など、複合的な課題に部局横断で

対応する「縦割り打破」の体制構築を明記してくださ

い。 

庁内各部署 ・逐条解説について、現行の人材育成基本方針に定める

職員像に改める必要がある。 
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４ 見直しの考え方 

本条は、市長等が行政運営を行う上で必要となる組織の形成、職員の人

事配置及び人材育成について定めているものであり、制定時からの社会・

経済環境の変化による影響は小さいことから、規定を改正する必要はない

ものと考える。 

なお、逐条解説については、職員像に関する記述について、現状に即し

た内容に改訂する必要がある。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 18条（行政評価） 

 市長等は、効果的かつ効率的な行政運営を行うため、行政評価（行政運営を

一定の基準に従い評価し、その結果を改善に結びつけることをいう。以下同

じ。）を実施するものとする。この場合において、市長等は、市民が参加する

評価の方法を取り入れるよう努めなければならない。 

２ 市長等は、行政評価の結果を公表するとともに、その結果を踏まえた行政

運営を行うものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当  

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

 なし 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、第 15 条で規定する政策等の企画立案、実施、評価及び改善の

サイクル（ＰＤＣＡサイクル）の評価に当たる行政評価について定めてい

るものであり、制定時からの社会・経済環境の変化による影響は小さいこ

とから、規定を改正する必要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 
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６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 19条（財政運営） 

 市長は、中長期的な展望に立った健全な財政運営を行うものとする。 

２ 市長は、総合計画の着実な推進を目指し、その進捗状況を踏まえた予算編

成を行うものとする。 

３ 市長は、財政運営の透明性を高めるため、財政状況を公表するものとす

る。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 逐条解説の改訂が必要 

表記の修正を行い、より分かりやすい解説となるよう逐条解説を改めま

す。 

【対応結果】 

 「第９次厚木市総合計画」を「厚木市総合計画」に改めた。 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当  

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

なし 

庁内各部署 ・逐条解説について、総合計画の構成に関する記述を第

11次総合計画の構成内容に修正する必要がある。 

第 10 次総合計画：基本構想 12 年間・基本計画６年

間・実施計画３年間の三層で構成 

第 11次総合計画：長期ビジョン 10年間とアクション

プラン５年間の二層で構成 
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４ 見直しの考え方 

本条は、健全かつ計画的な財政運営を行うことについて定めているもの

であり、制定時からの社会・経済環境の変化による影響は小さいことから、

規定を改正する必要はないものと考える。 

なお、逐条解説については、総合計画の構成に関する記述について、現

状に即した内容に改訂する必要がある。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 20条（危機管理） 

市長等は、市民の生命、身体及び財産を保護するため、自然災害、重大な事

故及び事件、感染症の拡大その他の非常時に備えた関係機関等との連携を始

めとする総合的な対策を講じなければならない。 

２ 市民は、非常時においては、自助及び共助の精神の下、互いに協力し、事

態に対処するよう努めなければならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

改正不要 

新型コロナウイルス感染症等、様々な自然災害について、包括的に網羅

していることから、規定の改正は行わないものとします。 

 

２ 前回の見直し（年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・危機管理の中に「情報」という財産についても記載が

ある方がよいと思いました。 

・危機管理の現代化、特に、平時の備えと要配慮者対応

の明示。 

・第１項は、危機管理の認識（範囲）をもっと詳細にす

べきだと思う。 

・第２項に市民側の対処についても記載されているが、

市民の義務が第７章（行政運営）の中に括られている

のは違和感がある。第７条（市民の責務）に集約すべ

きではないか。 

・第２項は、第１項と同じように具体的な内容を記載し

た方がよい。 
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・第２項の自助、共助の精神の下、公助に対する協力を

入れる必要があると考えます。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

大雨や大型台風等の気象災害の激甚化や都心南部直下地震の発生リス

クが懸念される中、危機管理に対する市民の関心が高まっているが、現行

の規定により網羅できていることから、規定を改正する必要はないものと

考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 21条（情報の公開等） 

 議会及び市長等は、行政文書を分かりやすく作成し、かつ、適正に保管する

ための仕組みを整備するものとする。 

２ 議会及び市長等は、保有する情報の公開を市民が請求することができる

よう必要な措置を講ずるものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当 文書の適正管理について、今

後、デジタル化に向けた抜本的

な改革に対応できるよう、既存

ルールの周知を徹底していただ

きたい。 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

 なし 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、市民との情報の共有を図るための仕組みの整備及び情報公開に

ついて定めているものであり、制定時からの社会・経済環境の変化による

影響は小さいことから、規定を改正する必要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 
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６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 22条（個人情報の保護） 

 市民、議会及び市長等は、市民の権利利益の保護を図るため、個人情報を適

正に管理し、及び利用しなければならない。 

２ 議会及び市長等は、保有する個人情報の管理等について必要な措置を講

ずるものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当 マイナンバーに関する管理や

運用方法について心配している

方が多い。 

情報の漏洩事故が起きないよ

う、市が適切に取り扱っている

ことの周知に取り組んでいただ

きたい。 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・第１項及び第２項に「市職員」を追記すると、職員の

個人情報保護についての自覚が高まると思います。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、個人情報の保護について定めているものであり、制定時からの

社会・経済環境の変化による影響は小さいことから、規定を改正する必要

はないものと考える。 
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５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 23条（法令遵守） 

 市民、議員、市長及び市職員は、公正な自治を推進するため、法令及び条例

等を遵守しなければならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

なし 

庁内各部署 ・逐条解説について、市職員が法令を遵守しなければな

らないのは、法治主義の観点から当然のことである

ため、法令遵守の理由を議会及び市長と合わせる。 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、公正な自治の推進のため、自治に関わる者に対して法令の遵守

を義務付けることを定めているものであり、制定時からの社会・経済環境

の変化による影響は小さいことから、規定を改正する必要はないものと考

える。 

なお、逐条解説については、解説文全体について、実情に合った内容に

見直しを行う必要があると考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 
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６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 24条（法令の解釈等） 

 議会及び市長等は、市民ニーズ又は行政課題に対応した政策等を主体的に

推進するため、この自治基本条例の趣旨にのっとり、法令及び条例等を自主的

に解釈するとともに、条例等を制定することにより、積極的な市政運営を推進

するものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・「法令及び条例等を自主的に解釈するとともに」は、

拡大解釈される恐れがあり、市民の利益制限につな

がる。（複数意見） 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、法令等の自主解釈権や自主立法権について定めているものであ

り、制定時からの社会・経済環境の変化による影響は小さいことから、規

定を改正する必要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 
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６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 25条（行政手続） 

 市長等は、行政運営における公正の確保及び透明性の向上を図るため、処

分、行政指導及び届出に係る手続を適正に行わなければならない。 

２ 市長等は、行政手続について必要な措置を講ずるものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 審査基準等の設定率につい

て、設定することが困難な案件

や設定する余地がないものを母

数から除き、本来市が設定しな

ければいけないものに対し、ど

の程度設定できているかをわか

りやすく示すことができるよう

母数の考え方について検討され

たい。 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

なし 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、処分、行政指導及び届出に係る手続について、適正に行わなけれ

ばならないことを定めているものであり、制定時からの社会・経済環境の

変化による影響は小さいことから、規定を改正する必要はないものと考え

る。 
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５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 26条（市民からの要望等への対処） 

 市長等は、市民からの要望、苦情等への対処の仕組みを整備するものとす

る。 

２ 市長等は、市民から要望、苦情等があったときは、迅速かつ適切に対処

し、その経過及び結果について回答するものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

おおむね 

妥当 

要望・苦情等について、迅速に

対応していただいている実感は

あるが、対応後の報告がないケ

ースが多いため、報告までしっ

かりと対応していただきたい。 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

なし 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 
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６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 27条（行政処分等に対する不服への対処） 

 市長等は、行政処分等に不服がある市民の申出に対して迅速かつ適正に対

処するため、必要な措置を講ずるものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

５９人／６７９人  ８．７％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・近年の個人的な意見・申出が多いであろうなか、文章・

表現は現行のままでよいのだろうか。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、行政処分等に対して不服がある市民の申出があった場合に、必

要な措置を講ずることを定めているものであり、制定時からの社会・経済

環境の変化による影響は小さいことから、規定を改正する必要はないもの

と考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 
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６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第８章 参加及び協働の推進 

第 28条（政策等に対する意見等） 

 市長等は、市民の意見等を政策等に反映する仕組みを整備するとともに、提

出された意見等の概要及びこれに対する考え方を公表するものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当 「わたしの提案（政策提案）」

制度のハードルが高いと感じ

る。 

提案しにくい仕組みなのであ

れば、政策提案の制度自体につ

いて、改めて検討していただき

たい。 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

おおむね 

妥当 

「わたしの提案（政策提案）」

制度について、様式の見直しだ

けでなく、一般提案との統合や

制度そのものの廃止等、踏み込

んだ検討をしていただきたい。 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４８人／６７９人  ７．１％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

なし 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、市民の意見等を政策等に反映する仕組みの整備について定めて

いるものであり、制定時からの社会・経済環境の変化による影響は小さい

ことから、規定を改正する必要はないものと考える。 
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５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 29条（条例等の制定等への市民参加） 

 市長等は、次に掲げる行為を行おうとするときは、その行為の内容に応じ

て、関連する情報を市民に提供するとともに、市民意見等提出手続の実施等多

様な市民の参加の機会を設けることにより、市民の意見等の提出を求めるよ

う努めるものとする。 

(1) 条例等の制定、改正又は廃止 

(2) 計画の策定、改定又は廃止 

(3) その他重要な政策等の策定 

２ 市長等は、前項の規定により市民から提出された意見等の概要及びこれ

に対する考え方を公表するものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４８人／６７９人  ７．１％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

なし 

庁内各部署 ・地方公営企業法を全部適用している市立病院につい

ては、経営責任者である事業管理者の権限を明確に

し、経営を行うためにも、市民参加手続の対象となる

実施機関から除外すべきであると考える。 
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４ 見直しの考え方 

本条は、条例等の制定等、計画の策定等の際に必要な市民参加の機会を

設けることについて定めているものであり、制定時からの社会・経済環境

の変化による影響は小さいことから、規定を改正する必要はないものと考

える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 30条（事業の実施に係る市民参加） 

 市長等は、総合計画に定める重要な事業を実施しようとするときは、説明会

の開催等市民が意見等を述べることができる機会を設けるよう努めるものと

する。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 逐条解説の改訂が必要 

より分かりやすい解説となるよう逐条解説を改めます。 

【対応結果】 

総合計画に定める重要な事業の説明文を改めた。 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

おおむね 

妥当 

市民生活に重大な影響を与え

る事業は他にもたくさんあると

思われる。「総合計画に定める重

要な事業」について判断基準を

設けるなど、適正な運用がなさ

れるよう努めていただきたい。 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４８人／６７９人  ７．１％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

なし 

庁内各部署 ・現行の第 11次総合計画の構成に合わせ、「総合計画実

施計画事業」の表記を「総合計画アクションプラン」

に修正する必要がある。 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、重要な事業の実施段階で市民参加の機会を設けることについて

定めているものであり、制定時からの社会・経済環境の変化による影響は

小さいことから、規定を改正する必要はないものと考える。 
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なお、逐条解説については、「総合計画実施計画事業」の表記を「総合計

画アクションプラン」に修正する必要がある。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 31条（審議会等の運営） 

 市長等は、附属機関その他これに類する機関（以下「審議会等」という。）

を設置し、及び運営しようとするときは、審議会等の設置目的、審議内容等に

応じ、審議会等の委員の全部又は一部を公募するよう努めるものとする。 

２ 市長等は、審議会等の委員を適正に選任するとともに、その選任理由等に

ついて説明しなければならない。 

３ 審議会等は、正当な理由がない限り、会議を公開するものとする。 

４ 審議会等は、必要に応じて、関係者からの意見等の聴取その他の効果的な

方法により市民の意見等を求め、その意見等を審議に反映させるよう努め

るものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４８人／６７９人  ７．１％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・第２項「適正に選任」の適正とは何を意味するのかが

曖昧に思います。例えば、「委員を選任し、その選任

理由等を具体的に書面で明示しなければならない。」

などはどうでしょうか。 

・第３項「正当な理由」があり公開できない場合に関し

ての記述が必要と考えます。 

庁内各部署 なし 
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４ 見直しの考え方 

本条は、審議会等への市民の参加について定めているものであり、制定

時からの社会・経済環境の変化による影響は小さいことから、規定を改正

する必要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 32条（コミュニティ団体に対する市民等の責務） 

 市民、議会及び市長等は、コミュニティ団体がまちづくりに果たしている役

割の重要性を認識するとともに、その自主性及び自立性を尊重しなければな

らない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４８人／６７９人  ７．１％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・原則、自治会に全員入会する責務があることを明確に

する変更余地があるように感じる。高齢化、核家族化

で退会者が増える、若い人の入会消極化が現状です。 

・自治会についての記述がない。コミュニティ団体に位

置付けられるのだろうが、急速に会員が減少している

背景に、しっかりした位置付けと、それへの支援の仕

組みがないがしろにされているという現実がある。単

なる利他の精神とボランティア活動では維持できな

くなってきている現状から、明確な位置付けが必要で

ある。 

・自治会には入って当たり前を前提としているこの条

文、時代に合っていないです。 

・第 32 条及び第 33 条において、コミュニティ団体に

ついて言及されているが、自治会の存在を前提とし

た行政の在り方を見直すべき時期にあると考える。

自治基本条例の見直しにおいて再優先課題ではない

か。 
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庁内各部署 ・まちづくりにおける最も大切なパートナーである自

治会の重要性をアピールするため、単独の条例制定

ではなく、最も尊重すべき条例と位置付けている自

治基本条例に自治会に関する条文を追加するべきで

はないか。 

 

４ 見直しの考え方 

コミュニティ団体のうち、特に自治会は、まちづくりに欠かせない存在

であるが、自治会に対する考え方が多様化・二極化していることや加入率

の低下が顕著であることから、現行の規定で十分であるか、第 33 条と併

せて見直しを行う必要があると考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 33条（コミュニティ団体との協働） 

 市長等は、まちづくりの課題の解決に向けて、コミュニティ団体と協働を進

める仕組みを整備するものとする。 

２ 市長等は、必要に応じて、コミュニティ団体の活動を支援するものとす

る。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 逐条解説の改訂が必要 

表記の修正を行い、より分かりやすい解説となるよう逐条解説を改めま

す。 

【対応結果】 

 「市民活動サポート室」を「ボランティアセンター」に修正した。 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４８人／６７９人  ７．１％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

なし 

庁内各部署  なし 

 

４ 見直しの考え方 

コミュニティ団体のうち、特に自治会は、まちづくりに欠かせない存在

であるが、自治会に対する考え方が多様化・二極化していることや加入率

の低下が顕著であることから、現行の規定で十分であるか、第 32 条と併

せて見直しを行う必要があると考える。 
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５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 34条（地区市民自治推進組織） 

 市民は、市民自治を推進するため、一定のまとまりのある地区において活動

する様々なコミュニティ団体で構成する当該地区の課題に総合的に取り組む

組織（以下「地区市民自治推進組織」という。）を設置することができる。 

２ 地区市民自治推進組織は、市民に開かれた組織とするとともに、市長等と

連携して活動を進めるものとする。 

３ 市長等は、必要に応じて、地区市民自治推進組織の活動を支援するものと

する。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

おおむね 

妥当 

 

地域づくり推進事業の活動結

果を公表することについて検討

されたい。 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

おおむね 

妥当 

地域づくり推進事業の活動結

果を公表することについて引き

続き検討されたい。 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４８人／６７９人  ７．１％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

なし 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 
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５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 35条（市民の課題解決に対する意識の高揚等） 

 市民は、市民相互の交流を深め、地域の課題を共有し、その解決に向けて取

り組む意識を高めるよう努めるものとする。 

２ 市長等は、前項の規定の趣旨を達成するため、必要に応じて、次に掲げる

事項に係る市民活動等を支援するものとする。 

(1) 市民のまちづくりへの参加及び協働に対する意識の醸成 

(2) まちづくりに取り組む人材の育成 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４８人／６７９人  ７．１％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・市民への強制はおかしい。全面削除。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 
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６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 36条（住民投票） 

 市長は、市政の重要な事項について、厚木市内に住所を有する者の意思を直

接確認するため、住民投票の実施に必要な事項について別に条例を定めるこ

とにより、住民投票を実施することができる。 

２ 市民、議会及び市長等は、住民投票の結果を尊重しなければならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

妥当 

 

第２項については、住民投票

が行われない限り評価不能。 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当 第２項については、住民投票

が実施されない限り評価できな

いが、第１項に基づき条例を定

めていることから妥当と判断す

る。 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当 第２項については、住民投票

が実施されない限り評価ができ

ないが、第１項に基づき条例を

定めていることから妥当と判断

する。 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

４８人／６７９人  ７．１％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

 なし 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、市政の重要な事項について、住民投票を実施することができる

ことを定めているものであり、制定時からの社会・経済環境の変化による

影響は小さいことから、規定を改正する必要はないものと考える。 
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５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第９章 広域連携及び交流 

第 37条（広域連携及び交流） 

 議会及び市長等は、まちづくりの課題を解決し、市民生活の向上を図るた

め、必要に応じて、国及び他の地方公共団体との連携に努めるものとする。 

２ 市民、議会及び市長等は、厚木市の魅力、特性等に関する情報を発信する

ことにより、市外の人々との交流を深めるとともに、市外の人々の意見をま

ちづくりにいかすよう努めるものとする。 

３ 市民、議会及び市長等は、国際的な視野に立ったまちづくりを推進するた

め、海外の都市等との連携及び交流に努めるものとする。 

４ 市長等は、連携及び交流に当たっては、その目的及び内容を公表するとと

もに、市民の参加を得て進めるものとする。 

５ 市長等は、市民が主体となり、市外の人々との交流を行うときは、必要に

応じて、その活動を支援するものとする。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 逐条解説の改訂が必要 

表記の修正を行い、より分かりやすい解説となるよう逐条解説を改めま

す。 

【対応結果】 

公共図書館の広域利用・相互利用の説明に、平塚市との協定に関する記

述を加えた。 

また、あつぎＯＥＣフードに関する記述を改めた。 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

おおむね 

妥当 

 

将来的なリスクに備え、今の

段階から市外からの意見を取り

込む仕組みを検討されたい。 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

妥当  

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

妥当  

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

３２人／６７９人  ４．７％ 
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【主な見直すべき内容・理由】 

・愛川町、清川村とは、ごみ問題などで特に連携してい

る。その理由や基準を明文化すべき。また、現在、国

内外の友好都市、防災姉妹都市の連携をしているが、

その選定、協定締結の基準を明文化すべき。 

・友好都市の名称を記載してもよいのではないでしょ

うか？ 

・第３項を削除するか、文末の「努めるものとする。」

を「努めることができる。」に変更すべきである。 

・国際的な視野は必要であるが、あくまでも厚木市一般

住民の社会的利益が最優先であるという視点を明示

しておく必要がある。 

庁内各部署  なし 

 

４ 見直しの考え方 

制定時に比べ、人口減少・超高齢社会の更なる進展、デジタル化の更な

る進展、価値観の多様化等、社会・経済環境には変化がみられるが、現行

の規定によりこれらの変化に対応できていることから、規定を改正する必

要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 10章 自治基本条例推進委員会 

第 38条（自治基本条例推進委員会） 

 市長は、この自治基本条例の運用状況の点検を行うため、市民等で構成する

厚木市自治基本条例推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 市長は、毎年度、この自治基本条例の運用状況について、委員会に報告し

なければならない。 

３ 委員会は、この自治基本条例の運用状況について、市長に意見を述べるこ

とができる。 

４ 委員会の組織及び運営について必要な事項は、規則で定める。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

２９人／６７９人  ４．３％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・委員会の委員の選出方法について明記すべき。「市民

等で構成する」→不明確、市民以外は誰？ 

・自治基本条例推進委員会の構成員がどのような基準

で選任されているのか記載がほしい。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、自治基本条例推進委員会の設置について定めているものであ

り、制定時からの社会・経済環境の変化による影響は小さいことから、規

定を改正する必要はないものと考える。 
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５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 11章 自治基本条例の見直し 

第 39条（自治基本条例の見直し） 

 市長は、委員会の意見を踏まえ、この自治基本条例の運用状況を評価し、４

年を超えない期間ごとに、この自治基本条例の見直しを行うものとする。 

２ 市長は、この自治基本条例の見直しを行うときは、市民の参加を得て行わ

なければならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

 改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

２９人／６７９人  ４．３％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・期間が長すぎる。２年ごとに必ず見直しをするべき。

（複数意見） 

・条例の内容をみると、あまり時代に左右されるような

内容ではないと思う。４年一度必ず見直しを行うの

ではなく、必要に応じて行う方が、お金や労力の無駄

遣いにならないのではないでしょうか。（複数意見） 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

自治基本条例の見直しの期間について多様な意見があるが、市長や議員

の任期に合わせ、任期中に１回は見直しが行われることを担保するため、

「４年を超えない期間」としていることから、規定を改正する必要はない

と考える。 
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５ 自治基本条例推進委員会による答申 

 

 

 

６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 
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第 12章 自治基本条例の改正 

第 40条（自治基本条例の改正） 

 市長は、この自治基本条例を改正しようとするときは、この自治基本条例の

目的、位置付け等を踏まえ、この自治基本条例の制定に際して行った市民の参

加その他の方法により行わなければならない。 

 

１ 前回の見直し（令和４年度）結果 

改正不要 

 

２ 前回の見直し（令和４年度）以降に行った自治基本条例推進委員会による 

運用状況の点検結果 

年度 点検結果 意見 

令和５年度実施 

（対象年度：令和４年度） 

点検 

対象外 

 

令和６年度実施 

（対象年度：令和５年度） 

令和７年度実施 

（対象年度：令和６年度） 

 

３ 条文等に関する意見 

市民アンケート 【見直すべき点が「ある」と答えた人の割合】 

２９人／６７９人  ４．３％ 

 

【主な見直すべき内容・理由】 

・改正に当たっては、パブリックコメントだけでなく、

所得制限等で影響を受ける層への直接的なヒアリン

グを必須とし、市民の意思が確実に反映されるプロ

セスを構築すべきです。 

庁内各部署 なし 

 

４ 見直しの考え方 

本条は、本条例を改正する際に市民参加の機会を設けることについて定

めているものであり、制定時からの社会・経済環境の変化による影響は小

さいことから、規定を改正する必要はないものと考える。 

 

５ 自治基本条例推進委員会による答申 
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６ 見直し結果 

規定の改正が必要 ・ 逐条解説の改訂が必要 ・ 改正不要 

 

 

 



子どもの定義について 

 

児童の権利に関する条約（子どもの権利条約） 

第１条 この条約の適用上、児童とは、18歳未満のすべての者をいう。 

ただし、当該児童で、その者に適用される法律によりより早く成年に達

したものを除く。 

子どもの権利条約は、世界中すべての子どもたちがもつ人権（権利）を定めた条約

です。 

子ども（18歳未満の人）が守られる対象であるだけでなく、権利をもつ主体である

ことを明確にしています。子どもがおとなと同じように、ひとりの人間としてもつ

様々な権利を認めるとともに、成長の過程にあって保護や配慮が必要な、子どもなら

ではの権利も定めています。（日本ユニセフ協会ホームページより引用） 

 

 

こども基本法 

第２条 この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。 

こども基本法は、日本国憲法および児童の権利に関する条約の精神にのっとり、全

てのこどもが、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、

こども政策を総合的に推進することを目的としています。 

こども基本法では、18歳や 20歳といった年齢で必要なサポートがとぎれないよう、

心と身体の発達の過程にある人を「こども」としています。（こども家庭庁ホームペー

ジ、こども基本法パンフレットから引用） 

 

 

厚木市自治基本条例 

第８条 子ども（18歳未満の市民をいう。以下同じ。）は、市民の権利を有すると

ともに、次代の社会の担い手として健やかに成長できるよう、次に掲げる

権利を有する。 

この年齢は、いわゆる「成年」、「未成年」の区分を規定したものではなく、子ども

の権利条約の対象年齢に合わせたことによります。（自治基本条例逐条解説から引用） 

 

 

厚木市こども育成条例 

規定なし 

こども基本法の成立を契機に、より一層こどもを主役とする考え方を取り入れ、こ

どもたち自身の声や気持ちを大切に反映させることを目指すとともに、法との整合を

図るため、令和８年３月に一部改正を行いました。 

条例にこどもの定義は規定していませんが、基本理念に法の趣旨を踏まえる旨を規

定しています。 

資料４ 



No. 該当条文 見直しの考え方 改訂前 改訂後（案）

1 前文 　「平和を希求する意思」の解説文について、現状に即した内

容に改訂する必要がある。

④平和を希求する意思

　また、平成22年５月１日に、世界恒久平和の実現に寄

与することを目的として、平和市長会議に加盟しました。

④平和を希求する意思

　また、世界恒久平和と核兵器廃絶の実現に寄与すること

を目的として、平成22年5月1日に「平和首長会議」に、令

和7年4月1日に「日本非核宣言自治体協議会」に加盟し

ました。

2 第５条（自治の基

本原則）

　誤った法律名を正しく修正する必要がある。 ◆近年制定された人権に関わる主な法律

2011年（平成23年）障害者の虐待の予防と早期発見、

及び養護者への支援を講じるための法律（障害者虐待防

止法）

◆近年制定された人権に関わる主な法律

2011年（平成23年）障害者虐待の防止、障害者の養

護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法）

3 第８条（子どもの

権利、責務等）

　「障害」の表記を「障がい」に修正する必要がある。 【用語の説明】

③守られる権利

　あらゆる種類の虐待や搾取などから守られること、障害のあ

る子どもや少数民族の子どもなどは特に守られることをいいま

す。

【用語の説明】

③守られる権利

　あらゆる種類の虐待や搾取などから守られること、障がいの

ある子どもや少数民族の子どもなどは特に守られることをいいま

す。

・第１項について

　公務員である市職員は、任用の際、地方公務員法第31

条の規定に基づき、厚木市職員の服務の宣誓に関する条例

により「服務の宣誓」をしなければなりません。服務の宣誓と

は、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務を執行するこ

とを任命権者等の面前で宣誓することです。本項は、市職員

に服務の宣誓の内容を改めて認識することを求めた規定で

す。

・地方公務員法（抜粋）

・厚木市職員の服務の宣誓に関する条例（抜粋）

・第１項について

　市職員は、特定の個人や団体のためではなく、常に市民

全体の奉仕者として、公正かつ誠実に職務執行に当たらな

ければなりません。

・地方公務員法（抜粋）→削除

・厚木市職員の服務の宣誓に関する条例（抜粋）→削除

【用語の説明】

①市職員

　市職員とは、一般職の職員（再任用職員、会計年度任

用職員及び任期付職員を含みます。）のほか、常勤特別職

職員（副市長及び教育長）、 非常勤特別職職員（教育

委員会の委員、選挙管理委員会の委員、監査委員、各種

審議会等附属機関の委員など）のことをいい、それぞれの職

務内容に応じた役割と責務を負います。

【用語の説明】

①市職員

　市職員とは、一般職の職員（再任用職員、会計年度任

用職員及び任期付職員を含みます。）のほか、常勤特別職

職員（副市長及び教育長）、 非常勤特別職職員（教育

委員会の委員、選挙管理委員会の委員、監査委員、各種

審議会等附属機関の委員など）のことをいい、それぞれの職

務内容に応じた役割と責務を負います。

※　第17条第２項の市職員のみ、一般職の職員を指しま

す。

自治基本条例逐条解説の改訂（案）

4 第14条（市職員

の役割及び責務）

　市職員の範囲が明確になるよう、見直しを行う必要があると

考える。

資料５
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No. 該当条文 見直しの考え方 改訂前 改訂後（案）

5 第16条（総合計

画）

　総合計画の構成に関する記述について、現状に即した内容

に改訂する必要がある。

・第３項について

　市長等が総合計画以外の計画（現行の総合計画の基本

構想、基本計画及び実施計画以外の計画で、個別計画と

されているものをいいます。）を策定しようとするときは、総合

計画との整合を図り、計画相互の体系化に努めることを定め

ています。

・第３項について

　市長等が総合計画以外の計画（現行の総合計画の長期

ビジョン、アクションプラン以外の計画で、個別計画とされてい

るものをいいます。）を策定しようとするときは、総合計画との

整合を図り、計画相互の体系化に努めることを定めています。

6 第17条（行政運

営）

　職員像に関する記述について、現状に即した内容に改訂す

る必要がある。

　厚木市では、平成15 年３月に厚木市人材育成基本方

針を策定し、職員像を「住民や地域への貢献を最優先に考

え意欲と情熱をもって職務に取り組む職員」と定めています。

　厚木市では、厚木市人材育成基本方針において、職員像

を「市民の皆様と共に考え、自ら行動し、新しい未来をつくる

職員」と定めています。

7 第19条（財政運

営）

　総合計画の構成に関する記述について、現状に即した内容

に改訂する必要がある。

・第１項について

　行政運営を総合的かつ計画的に進めるための厚木市の最

上位計画となるのが総合計画であり、厚木市総合計画を構

成している基本構想は 12 年間、基本計画は６年間、実施

計画は３年間という計画期間で策定されています。

・第１項について

　行政運営を総合的かつ計画的に進めるための厚木市の最

上位計画となるのが総合計画であり、厚木市総合計画を構

成している長期ビジョンは10年間、アクションプランは５年

間という計画期間で策定されています。

8 第23条（法令遵

守）

　解説文全体について、実情に合った内容に見直しを行う必

要があると考える。

　議会及び市長等は、法令により与えられた権限を行使する

ことから、当然のこととして法令等を遵守しなければなりません

が、そのためには、議会を構成する個々の議員や市長等を補

佐する市職員が 法令等の遵守の意識を高めることが重要で

す。そうしたことから本条では、主語を 「市民、議員、市長及

び市職員」としています。

　議会（議会を構成する個々の議員）、市長等及び市職

員は、法令により与えられた権限を行使することから、当然

のこととして法令等を遵守しなければなりません。

9 第30条（事業の

実施に係る市民参

加）

　「総合計画実施計画事業」の表記を「総合計画アクションプ

ラン」に修正する必要がある。

　「総合計画に定める重要な事業」とは、総合計画実施計画

事業のうち、市民生活又は事業活動に直接かつ重大な影響

を与える事業などをいいます。

　「総合計画に定める重要な事業」とは、総合計画アクション

プランのうち、市民生活又は事業活動に直接かつ重大な影

響を与える事業などをいいます。
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年度 番号

8 42
厚木市立未来・図書館条例施行

規則の制定
中央図書館 Ｒ8.8 Ｒ8.8 Ｒ8.10

パブコメ

+1

令和８年度市民参加手続対象行為一覧（実施）

対象行為 担当課 審議会 意見交換会
ワーク

ショップ
意向調査 その他手法 パブコメ

必要な

手続数

27217
テキストボックス



27217
タイプライターテキスト
資料６




市民参加手続点検表（予定）

対象行為

計画期間　又は
施行日（予定）

□

□

□

□

□

□

□

■

審議会

具体的な理由

意見交換会

パブコメ＋１以上

その他の重要な政策の策定等

担当課名

42
中央図書館

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市立未来・図書館条例施行規則の制定

　供用開始日（厚木市役所位置設定条例施行日に倣う）

複合施設「あつめき」内に整備する未来・図書館について、設置目
的、施設名称、位置、使用料、使用許可に関する事項等を定めた厚
木市立未来・図書館条例（令和９年２月議会上程予定）の制定に伴
い、厚木市立未来・図書館条例施行規則を制定する。

基本構想、基本計画等の策定等

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
□軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
□事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

■
実
施
す
る

□
省
略
す
る

実施予定時期

令和８年８月

令和８年８月

パブリックコメント 令和８年１０月



年度 番号
手続を実施しない理由

(条例第６条第７項)

8 14 （４）事務又は事業の性質

8 15 （４）事務又は事業の性質

8 16  (1) 軽微なもの

8 17  (1) 軽微なもの

8 18 （４）事務又は事業の性質

8 19 （４）事務又は事業の性質

8 20 （４）事務又は事業の性質

8 21  (1) 軽微なもの

8 22 （４）事務又は事業の性質

8 23 （４）事務又は事業の性質

8 24 （４）事務又は事業の性質

8 25 （３）法令で実施基準を規定

厚木市職員服務規程の一部改正 職員課

厚木市健康食育推進協議会規則の一部改正 健康医療課

     令和８年度市民参加手続対象行為一覧（省略）

対象行為 担当課

厚木市職員安全衛生管理規程の一部改正

厚木市聴聞規則の一部改正

厚木市老人保護措置に関する規則の一部改正

厚木市事務分掌規則、厚木市事務決裁規程、厚木市副市長

事務分担規則の一部改正

厚木市職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則及び

厚木市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則

の一部改正

職員課

行政総務課

福祉総合支援課

行政総務課

職員課

厚木市財務規則の一部改正

厚木市立図書館条例及び厚木市立子ども科学館条例の廃止

厚木市立図書館条例施行規則及び厚木市立子ども科学館条

例施行規則の廃止

厚木市市税条例の一部改正

職員課

財政課

中央図書館

中央図書館

資産税課

厚木市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等

に関する条例施行規則の一部改正
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市民参加手続点検表（予定）

対象行為

計画期間　又は
施行日（予定）

□

□

□

□

□

□

□

■

具体的な理由

パブコメ＋１以上

その他の重要な政策の策定等

担当課名

14
健康医療課

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市健康食育推進協議会規則の一部改正

令和8年6月1日

自治会等の負担軽減のため、協議会の委員から住民自治組織の代
表を削除するため規則の一部を改正するものです。

基本構想、基本計画等の策定等

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
□軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
■事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

実施機関内部の組織に関する改正を行う
ものであるため。

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

■
省
略
す
る

実施予定時期



市民参加手続点検表（予定）

対象行為

□

□

□

□

□

□

■

基本構想、基本計画等の策定等

具体的な理由

担当課名

15
職員課

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

パブコメ＋１以上
その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市職員安全衛生管理規程の一部改正

　令和８年４月１日の組織名の変更等に伴い、事業場の名称及び総
括安全衛生管理者が変更となったため、規程の一部を改正するもの
です。

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
□軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
■事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

　市民参加条例第６条第７項第４号に該当
する職員の人事行政について定める規程
のため。

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

■
省
略
す
る

実施予定時期



市民参加手続点検表（予定）

対象行為

□

□

□

□

□

□

■

行政手続法の一部改正の趣旨にのっとり、行政手続条例における聴
聞の通知の方式に係る規定を改めました。
このことについて、改正後の条例第15条第４項における規則で定め
る方法を規定するため、厚木市聴聞規則の一部を改正するもので
す。

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
■軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
□事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

行政手続法第46条の趣旨に鑑み、厚木市
行政手続条例を改正したことにより、当然必
要となる規定の整理であるため

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

■
省
略
す
る

実施予定時期

基本構想、基本計画等の策定等

具体的な理由

担当課名

16
行政総務課

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

パブコメ＋１以上
その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市聴聞規則の一部改正



市民参加手続点検表（予定）

対象行為

計画期間　又は
施行日（予定）

□

□

□

□

□

□

□

☑

具体的な理由

パブコメ＋１以上

その他の重要な政策の策定等

担当課名

17
福祉総合支援課

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市老人保護措置に関する規則の一部改正

決裁後、行政総務課において公布する日

租税特別措置法の改正に伴い、厚木市老人保護措置に関する規則
について所要の措置を講じるため規則の一部を改正するものです。

基本構想、基本計画等の策定等

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
☑軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
□事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

法令の改正によって当然必要となる条項移
動などの形式的な変更であり、市に内容を
決定する裁量がなく、市民の考えを反映さ
せる余地がないため。

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

☑
省
略
す
る

実施予定時期



市民参加手続点検表（予定）

対象行為

□

□

□

□

□

□

■

基本構想、基本計画等の策定等

具体的な理由

担当課名

18
行政総務課

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

パブコメ＋１以上
その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市事務分掌規則、厚木市事務決裁規程、厚木市副市長事務分
担規則の一部改正

令和８年度の事務執行に伴い、必要な改正を行うものです。

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
□軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
■事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

実施機関内部の組織に関する改正を行うも
のであるため。

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

■
省
略
す
る

実施予定時期



市民参加手続点検表（予定）

対象行為

□

□

□

□

□

□

■

基本構想、基本計画等の策定等

具体的な理由

担当課名

19
職員課

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

パブコメ＋１以上
その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則及
び厚木市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する
規則の一部改正

　犯罪被害者等が被害者参加人（殺人、傷害等の一定の刑事事件
の被害者やその配偶者、親族であって、刑事裁判への参加を許可さ
れた者）として裁判所等に出頭する場合も官公署出頭休暇の対象と
する旨の人事院規則の改正に伴い、所要の措置を講ずるため、厚木
市職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則及び厚木市会計
年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する
ものです。

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
□軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
■事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

　市民参加条例第６条第７項第４号に該当
する職員の人事行政について定める規程
のため。

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

■
省
略
す
る

実施予定時期



市民参加手続点検表（予定）

対象行為

□

□

□

□

□

□

■

　犯罪被害者等が被害者参加人（殺人、傷害等の一定の刑事事件
の被害者やその配偶者、親族であって、刑事裁判への参加を許可さ
れた者）として裁判所等に出頭する場合も官公署出頭休暇の対象と
する旨の人事院規則の改正に伴い、所要の措置を講ずるため、厚木
市職員服務規程の一部を改正するものです。

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
□軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
■事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

　市民参加条例第６条第７項第４号に該当
する職員の人事行政について定める規程
のため。

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

■
省
略
す
る

実施予定時期

基本構想、基本計画等の策定等

具体的な理由

担当課名

20
職員課

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

パブコメ＋１以上
その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市職員服務規程の一部改正



市民参加手続点検表（予定）

対象行為

□

□

□

□

□

□

■

基本構想、基本計画等の策定等

具体的な理由

担当課名

21
職員課

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

パブコメ＋１以上
その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補
償等に関する条例施行規則の一部改正

　地方公務員災害補償法施行令の一部改正に伴い、公務上の死亡
と認定された場合に遺族等に支給する葬祭補償の額を改定するた
め、厚木市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に
関する条例施行規則の一部を改正するものです。概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
■軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
□事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

　市民参加条例第６条第７項第４号に該当
する職員の人事行政について、定める条例
のため。

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

■
省
略
す
る

実施予定時期



市民参加手続点検表（予定）

対象行為

計画期間　又は
施行日（予定）

□

□

□

□

□

□

□

■

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
□軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
■事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

　改正内容については、市の事務の管理及
び執行を定めるものであるため、省略するも
のです。

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

■
省
略
す
る

実施予定時期

担当課名

22
財政課

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市財務規則の一部改正

令和８年６月

本市の組織改正に伴い、厚木市財務規則の一部を改正するもので
す。

基本構想、基本計画等の策定等

具体的な理由

パブコメ＋１以上

その他の重要な政策の策定等



市民参加手続点検表（予定）

対象行為

計画期間　又は
施行日（予定）

■

□

□

□

□

□

□

□

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
□軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
■事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

機能の廃止により条例を廃止するものでは
なく、厚木市立未来・図書館条例として新た
に制定し、内容について市民参加手続きを
実施することから、同一の内容について、性
質上、市民参加の手続きを実施する必要が
ないため。（条例第６条第７項第４号に該
当）

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

■
省
略
す
る

実施予定時期

担当課名

23
中央図書館

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市立図書館条例及び厚木市立子ども科学館条例の
廃止

供用開始日（厚木市役所位置設定条例の施行期日を定める規則に
倣う）

複合施設「あつめき」内に整備する未来・図書館について、設置目
的、施設名称、位置、使用料、使用許可に関する事項等を定めた厚
木市立未来・図書館条例（令和９年２月議会上程予定）の制定に伴
い、現行の厚木市立図書館条例及び厚木市立子ども科学館条例を
廃止するものです。

基本構想、基本計画等の策定等

具体的な理由

パブコメ＋１以上

その他の重要な政策の策定等



市民参加手続点検表（予定）

対象行為

計画期間　又は
施行日（予定）

□

□

□

□

□

□

□

■

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
□軽微なもの
□緊急性のあるもの
□法令で実施基準を規定
■事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

機能の廃止により規則を廃止するものでは
なく、厚木市立未来・図書館条例施行規則
として新たに制定し、内容について市民参
加手続きを実施することから、同一の内容
について、性質上、市民参加の手続きを実
施する必要がないため。（条例第６条第７項
第４号に該当）

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

■
省
略
す
る

実施予定時期

担当課名

24
中央図書館

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市立図書館条例施行規則及び厚木市立子ども科学
館条例施行規則の廃止

供用開始日（厚木市役所位置設定条例の施行期日を定める規則に
倣う）

複合施設「あつめき」内に整備する未来・図書館について、設置目
的、施設名称、位置、使用料、使用許可に関する事項等を定めた厚
木市立未来・図書館条例（令和９年２月議会上程予定）及び厚木市
立未来・図書館条例施行規則の制定に伴い、現行の厚木市立図書
館条例施行規則及び厚木市立子ども科学館条例施行規則を廃止す
るものです。

基本構想、基本計画等の策定等

具体的な理由

パブコメ＋１以上

その他の重要な政策の策定等



市民参加手続点検表（予定）

対象行為

計画期間　又は
施行日（予定）

■

□

□

□

□

□

□

□

具体的な理由

パブコメ＋１以上

その他の重要な政策の策定等

担当課名

25

資産税課

規則、行政手続法の審査基準等 パブコメのみ

施設の設置に係る計画の策定等

その他の重要な計画の策定等

制度等の導入又は改廃

金銭の徴収に係る基本方針の策定

厚木市市税条例の一部改正

公布の日（令和8年10月5日）

　地方税法の一部改正により、地方自治体が地域の実情に対応した
政策を展開できるよう自主的に判断し、条例で決定できる仕組み「地
域決定型地方税制特例措置（通称：わがまち特例）」について、対象
資産及び軽減割合の見直しが行われたことから、厚木市市税条例の
一部を改正するほか、所要の措置を講ずるものです。

基本構想、基本計画等の策定等

概要

パブコメ＋２以上

理由
（条例第６条第７項）
□軽微なもの
□緊急性のあるもの
■法令で実施基準を規定
□事務又は事業の性質

必要とする
市民参加手続の数

（規則第２条）

条例の制定又は改廃

　特別特定建築物に係る特例割合について
は標準基準が法令で示されているため（そ
の他対象資産については既に市民参加手
続を実施済みであるため）

市民参加手続
の実施

（条例第２条）

【市民参加手続の種類】
・審議会
・パブリックコメント
・意見交換会
・市民会議
・ワークショップ
・意向調査
・その他

手法

□
実
施
す
る

■
省
略
す
る

実施予定時期


